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生産空間維持において，階層間におけるモビリティの確保が喫緊の課題である．そこで北海道大樹町で

は，モビリティ確保を目的とした自動運転の実証実験が実施された．この実証実験を通じて，広域自動運

転公共交通サービス導入時における小さな拠点形成について検討することは極めて重要だと考えられる．

そこで本研究では，人口減少による施設消滅を考慮した小さな拠点利用人口の推計を行い，小さな拠点の

実態把握を行った．その結果，北海道では 187 か所，南十勝では 8 か所の小さな拠点が選定された．また

南十勝で 6施設の消滅が予測された．さらに，小さな拠点利用人口を推計した結果，いずれの拠点も 2010

年から 2040年にかけて 3割程度の人口減少が見込まれることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究背景 

北海道は日本の食料供給基地であると同時に豊かな自

然環境を有し，観光地としても魅力的な地域である．し

かしながら，北海道の人口は2015年の約538万人から，

2045年には約 400万人に減少すると推計されている 1)．

また，全人口に対する 65 歳以上の割合は，2015 年の

29.1%から 2045年には 42.8％まで上昇するとされ，全国

平均よりも 10 年早い人口減少および高齢化の進行が予

想される．これに伴い，都市機能や生活機能の維持は困

難となり，北海道特有の観光産業や農林水産業に大きな

影響を及ぼすと考えられる．  

2014年の「国土のグランドデザイン2050」のとりまと

めを踏まえ，2016年に国は第 8期北海道総合開発計画を

策定した．この計画では，医療等の高次な都市機能・生

活機能が集積する「圏域中心都市」，生活の拠点性が高

い「地方部の市街地」，農林水産業や観光等を担う地域

である「生産空間」に地域を分類し，「コンパクト＋ネ

ットワーク」に基づく階層的な地域構造によって「生産

空間」を維持することが明記されている 2)．しかし，人

口減少下における生産空間の維持のためには，生産空間

と圏域中心都市を結ぶ「地方部の市街地」，すなわち，

「小さな拠点」の形成による階層間モビリティの確保が

必須の条件である．しかし，階層間モビリティの確保に

関して，バス運転手不足等により公共交通サービスレベ

ルが低下する恐れがある．そこで近年，技術の進展が著

しい自動運転サービスが，生産空間を支える人びとが住

み続けられる環境づくりに大きく貢献する可能性がある

と考えられている．そのため，2017 年 12 月に「道の駅

「コスモール大樹」を拠点とした自動運転サービス地域

実験協議会」が主催し，自動運転サービスの実証実験が

実施された3）．この実証実験を通じて，広域自動運転公

共交通サービス導入時に拠点として活用が期待される小

さな拠点の形成や，道の駅の活用について検討すること

は極めて重要である．そこで本研究では，広域自動運転

公共交通サービス導入に向け，人口減少による施設消滅

を考慮した小さな拠点利用人口の推計を行い，小さな拠
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点の実態を把握することを目的とする． 

 

(2) 既存研究のレビュー 

 広域自動運転公共交通サービス導入に向け，生産空間

と圏域中心都市を結ぶ結節点として期待される小さな拠

点の実態把握や，道の駅の活用方法の検討が必要である．

道の駅の活用に関して著者らの先行研究 4)では，自動運

転実証実験の対象地域にある道の駅に，高速バスサービ

スを付加した場合，対象とする道の駅がモビリティ確保

の拠点として活用できることを明らかにした．一方，小

さな拠点に関する既存研究 5),6),7)に着目すると，交通の結

節点として小さな拠点を位置づけ，小さな拠点利用人口

の推計による実態把握を行った研究はない．また，小さ

な拠点利用人口は現状把握のみならず，将来予測を行う

必要がある．そのため，人口減少による施設消滅の考慮

が不可欠である．そこで，小さな拠点や施設の消滅に関

する既存研究に着目する．森尾ら 8)は，小さな拠点の人

口密度が2050年までに500人程度まで減少することを明

らかにしているが，小さな拠点や施設の消滅に関する議

論はされていない．また加知ら 9)は，施設消滅を考慮し

た小さな拠点形成におけるQuality Of  Life（以下，QOL）

の変化を明らかにしているが，施設消滅による小さな拠

点利用人口の変化は考慮されていない．そこで本研究で

は，人口減少による施設消滅を考慮し，小さな拠点の実

態把握を行う．このことは，道の駅のあり方について検

討するために重要な観点であると考える． 

 

 

2. 生産空間と新たな道路交通施策 

 

(1) 自動運転を活用した生産空間維持 

超高齢化等が進む中山間地域において人流・物流を確

保するため，道の駅など地域の拠点を核とする自動運転 

サービスの導入を目指し，国土交通省は 2017 年から全

国各地で「道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証

実験」を行っている．実証実験の対象地域のひとつであ

る北海道大樹町は，南十勝エリアに位置し，畜産・畑

作・漁業を主とする北海道の中でも一大食料基地のひと

つである．また近年は，宇宙関連実験施設が立地し，民

間機関によるロケット研究開発拠点を中心とした「ロケ

ットのまち」をキャッチフレーズに新たな観光スポット

としても注目されている．まさにここは，「食」と「観

光」を生み出す典型的な「生産空間」であるといえる．

生産空間は一般に人口密度が低く，散居型地域構造とい

った特徴を持つ．大樹町も日常の移動は自家用車利用が

中心であり，通院などは 60 km離れた帯広市に依存して

いる．このような状況下で，今後少子高齢化が進展する 

図-1 南十勝における施設立地状況 

 

中，生産空間を維持するためにはモビリティの確保が重

要となっている3）．そこで，新たなモビリティ施策の導

入を検討するために今回の実証実験が実施された．この

実証実験をもとに，南十勝全域にわたる広域交通ネット

ワーク構築を目指し，帯広・広尾自動車道を活用した都

市間高速バスの運行が検討されている．新たなモビリテ

ィ施策の導入にあたって，中札内村にある道の駅「なか

さつない」は，帯広市と大樹町の中間に位置しているこ

とから道の駅「コスモール大樹」とともに，地域内交通

と都市間高速バスを結ぶモビリティ確保の拠点として活

用が期待されている．新たなモビリティ施策導入の対象

地域における施設立地状況を図-1に示す．  

 

(2) 広域自動運転公共交通サービス 

導入を想定する広域自動運転公共交通サービスは，以

下の 4つのサービスの組み合わせによる構成を想定して

いる．広域自動運転公共交通サービスのイメージ図を図

-2に示す． 

a)   自動運転都市間高速バス 

南十勝圏の自治体と帯広市を結ぶ自動運転都市間高速

バスであり，圏域中心都市へ短時間での移動を実現する

新たな交通体系が確保される．都市間高速バスは，帯

広・広尾自動車道と国道を経由し，各自治体では，IC

または道の駅で接続する． 

b)   自動運転シャトルバス 

域内バスと都市間高速バスを接続する自動運転シャト

ルバスであり，道の駅と IC間で運行される． 

c)   自動運転域内バス 

道の駅または IC と生産空間の間で運行される自動運

転バスであり，既存のコミュニティバスを代替する公共

交通として運行される．生産空間と道の駅・IC を自動

運転バスで連絡し都市間高速バスに接続する広域交通に 

至 帯広 

中札内村 

大樹町 
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図-2 広域自動運転公共交通サービス 

 

より，生産活動を営む居住者の帯広方面への外出機会が

確保される． 

d)   自動運転カーシェア・タクシーサービス 

需要の少ない地域を対象としたデマンド型のサービス

であり，住民の移動ニーズへのきめ細かい対応と，運行

コスト削減が確保される． 

 

(3) 研究開発での本研究の位置付け 

前述の実証実験では，新たな道路交通施策に関する研

究開発として，その効果や社会的受容性についての検証

が行われている．また広域自動運転公共交通サービス導

入評価・運営評価のための評価モデル開発も取り組まれ

ており，北海道の生産空間に住み続けられる道路交通環

境の評価・提案を行っている．その中で道の駅の活用，

アクセシビリティ評価，QOL モデルおよび定住意識モ

デルによる広域自動運転公共交通サービス評価，運営収

支評価について検討する必要がある．そこで本研究では，

施設消滅を考慮した小さな拠点の実態把握を行う．そし

て，小さな拠点の利用人口や施設集客人口の変化に着目

した拠点や施設の最適立地を検討し，広域自動運転公共

交通サービス導入時におけるルート選定や，道の駅の活

用方法の検討に本研究を活用する． 

 論文の構成としては，3 章で小さな拠点の選定を行い，

4 章では，南十勝を対象とする施設消滅モデルを構築し，

施設の消滅予測を行う．図-3に 4章施設消滅モデル構築 

図-3 施設消滅モデル研究フロー 

 

表-1 小さな拠点に必要な機能と対象施設 

 

の研究フローを示す．5 章では，4 章で予測した施設消

滅を考慮し，3 章で選定した小さな拠点から利用人口を

推計することで，小さな拠点の実態を把握する． 

 

 

3. 小さな拠点選定 

  

(1) 小さな拠点選定条件 

 南十勝における小さな拠点利用人口の推計のため，小

さな拠点選定条件を定義し，小さな拠点の該当地域を選

定した．国土交通省の「小さな拠点」づくりガイドブッ

ク 10)を参考に，本研究では小さな拠点を「複数の集落が

集まる地域において，買物や医療・福祉など複数の生活

サービスが，歩いて動ける範囲にある生活拠点であると

ともに，生産空間と圏域中心都市を結ぶ交通の結節点」

と定義する．そこで既存研究 5),6),8),9)を参考に，表-1 に示

す小さな拠点に必要な機能および施設を設定した．そし

て，4つの小さな拠点の選定条件を設定した． 

a)   選定条件 1 

 郵便局を中心とする半径 500 mの円内に 4つ以上の機

能が存在する場合，その地域を小さな拠点として選定し

た．既存研究 8)において，郵便局を小さな拠点の中核施 

機 能 対象施設 

1.  医 療 
救急医療機関 

その他の医療機関 

2.  買 物 スーパー 

3.   金融・通信 郵便局 

4.   公共交通 鉄道駅，バス停 

5.   自動車交通 ガソリンスタンド 

6.    行 政 市町村役場，支所 

魅力度を考慮

ネットワークボロノイ図

施設集客人口の推計 主成分分析による魅力度の定義

消滅対象施設の選定

施設消滅予測

ハフモデル

する

しない

施設消滅基準の定義

①自動運転都市間高速バス
②自動運転シャトルバス
（IC⇔道の駅）
③自動運転域内バス
（道の駅・IC⇔生産空間）
④自動運転サービス
（カーシェア・タクシー）

道の駅
（拠点） IC

生産
空間

生産
空間

②IC⇔道の駅

大樹町

③道の駅
⇔生産空間

道の駅
（拠点）

中札内村

広尾町

帯広市
（圏域中心都市）

④自動運転カーシ
ェア・タクシー等

営業所
（拠点）

道の駅
（拠点）

忠類村

IC更別村
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図-4 南十勝における小さな拠点選定結果 

 

設として設定していることから，本研究でも郵便局を小

さな拠点の中心に設定した．また，「歩いて暮らせるま

ちづくりに関する世論調査」11)を参考に，拠点半径を

500 mと設定した． 

b)   選定条件 2 

DID（人口集中地区）周辺の人々はより高次な機能を

求めて，小さな拠点ではなくDID内の施設を利用すると

考えられることから，DIDから5 km以内に入る拠点を除

外した． 

c)   選定条件 3 

「歩いて暮らせるまちづくりに関する世論調査」11)の

「徒歩や自転車で行ける範囲に必要な施設・機能」につ

いて，「病院，福祉施設」を挙げた者の割合が 80.3％と

最も高く，「日用品，食料品などを販売するスーパーマ

ーケット」を挙げた者の割合が 76.1％と次に高い．よっ

て，医療機能と買物機能がどちらも存在しない拠点を除

外した． 

d)   選定条件 4 

 小さな拠点が重複した場合，各拠点の機能・人口を考

慮し片方に選定を行った．その結果，南十勝では図-4に

示す 8拠点が選定された．また，北海道全域では 187拠

点が選定された． 

 

 

 4. 南十勝を対象とする施設消滅モデル構築 

 

(1) 消滅予測の対象施設 

人口減少による影響を考慮するため，自動運転の実証

実験が実施された南十勝を対象とする施設消滅モデルを

構築する． 

まず，既存研究 5),6),8),9)を参考に，表-2 に示す生活サー

ビス施設を消滅の対象とした．なお，バス停や鉄道駅に

関しては，一概に人口減少を要因として消滅するとは限

らないため対象としていない．また，救急医療対応が可 

表-2 消滅予測の対象とする施設 

 

表-3 2010年産業別就業人口の割合と高齢化率（％）14),15) ,16) 

 

能な医療機関に関しては，人口減少下においても一定数

の確保が必要であると考えられることから，対象として

いない． 

 

(2) 施設消滅基準の定義 

既存研究 9)では，長崎県壱岐市を対象に施設消滅予測

を行っている．壱岐市の人口は2010年時点で約3万人で

あり，南十勝の人口は約 3.5 万人である．また，壱岐市

と南十勝の主要な市町村における産業別就業人口の割合

および高齢化率を表-3に示す．どちらの地域も，第1次

産業が盛んな地域であり，全人口に対する 65 歳以上の

割合も概ね 30%程度である．したがって，人口構成，産

業別就業人口の割合がほぼ同様であることから，既存研

究 9)を参考に，式(1)に示す施設消滅予測式を定義する． 

 

           𝑃𝑒𝑡 = 𝑃𝑎𝑡 − 𝑃𝑡                     (1) 

𝑃𝑒𝑡 ≥ 0：維持，𝑃𝑒𝑡 < 0：消滅 

 

ここで，𝑃𝑒𝑡：施設 tの消滅判断人口，𝑃𝑎𝑡：施設 tの

集客人口，𝑃𝑡：施設 t の維持に最低限必要な集客人口と

する．既存研究 9)では，2010年の最小集客人口を施設消

滅基準と定義しており，式(2)のように表せる． 

 

 

 

ここで，𝑃𝑡
′：2010年時点で施設 tにおける最小の集客

人口とする．よって，各機能ごとに一定の消滅基準人口

𝑃𝑡が与えられ， 𝑃𝑡
′に該当する施設は，人口減少下にお

いて必ず消滅が予測される．しかし，南十勝の大樹町や

広尾町の人口は最盛期からおよそ半減しており 17) ,18)，存

続が困難な中で生活サービス施設が維持されていると推

察される．したがって，𝑃𝑡
′に該当する施設の規模や，  

機 能 施 設 出典 

医療 
救急医療機関を除く 

その他の医療施設 

国土数値情報 

北海道医療計画 12) 

買物 スーパー 日本スーパー名鑑 2018年版 13) 

通信 郵便局 

国土数値情報 
交通 ガソリンスタンド 

行政 
市役所・役場 

支所・出張所 

町名 
産業別就業人口割合 

高齢化率 
1次 2次 3次 

長崎県壱岐市 22.6 17.3 60.8 31.8 

北海道大樹町 32.5 17.6 49.8 30.4 

北海道中札内村 33.1 16.2 50.2 24.9 

北海道広尾町 23.1 23.1 53.5 28.9 

𝑃𝑡＝𝑃𝑡
′ (2) 
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表-4 各施設の集客人口推計方法 

 

同様の機能を持つ隣の施設との距離によって，必ずし

も消滅しないと考えられる．そこで本研究では，同様の

機能を持つ隣の施設との距離によって，各施設ごとに消

滅基準が異なると考え，式(2)から式(3)を考案した． 

 

(3) 

 

ここで，𝑑𝑡：施設 tから同様の機能を有する最寄りの

施設までの所要時間，𝑑𝑚𝑎𝑥：𝑑𝑡の最大値とする．なお，

𝑑𝑚𝑎𝑥は北海道全域で𝑑𝑡を算出し，その最大値とした．

したがって，式(3)を式(1)に代入することで，同様の機

能を持つ隣の施設までの距離による消滅のしにくさを考

慮した，各施設ごとの消滅基準の設定が可能となる．  

 

(3) 施設集客人口の算出方法 

 本研究の集客人口とは，南十勝の住民が必ず各機能を

利用すると仮定した時の，各施設の利用想定人口とする．

したがって，𝑃𝑎𝑡，𝑃𝑡，𝑃𝑡
′算出のため，ネットワークボ

ロノイ図および，ハフモデルによる集客人口の推計を行

う．各施設の集客人口推計方法を表-4に示す．なお，集

客人口は国土数値情報 1 km メッシュ別将来推計人口

（H29国政局推計）を用いて， ArcGIS Onlineのネットワ

ーク解析サービスによって推計している．旅行速度デー

タの出典は，H27 全国道路・街路交通情勢調査（都道府

県集計）である． 

a) ネットワークボロノイ図 

ネットワークボロノイ図とは，道路ネットワークの旅

行速度を考慮し，すべての住民が最寄りの施設を利用す

ると仮定した需要予測モデルである．原則最寄りの施設

に行くと考えられる郵便局，行政施設はネットワークボ

ロノイ図による集客人口の推計を行った．またガソリン

スタンドについても，原則最寄りの施設を利用すると仮

定して集客人口の推計を行った． 

b) ハフモデル 

 スーパーや医療機関に関しては，必ずしも最寄りの施

設に行くとは限らない．そこで本研究では，施設までの

距離と施設の規模を考慮することが可能な，ハフモデル

による集客人口の推計を行った．ハフモデルは以下に示 

 

図-5 スーパーにおける主成分負荷量 

 

す式(4)によって定義される．そして，式(5)によって集

客人口の推計を行う． 

 

(4) 

 

 (5)  

 

ここで，𝑆𝑖𝑗：i地点の住人が施設jを訪れる確率，𝐴𝑗：

施設 jの魅力度（規模），𝐷𝑖𝑗：i地点から施設 jまでの所

要時間，𝜆  ：距離抵抗，𝑃𝑎𝑗：施設 j の集客人口，

𝑝𝑜𝑝𝑖： i地点の人口とする．したがって，𝑖地点の住人が

施設 jを選択する確率𝑆𝑖𝑗は，施設 jの魅力𝐴𝑗と，𝑖地点か

ら施設 jまでの距離𝐷𝑖𝑗に影響すると仮定した需要予測モ

デルとなる．なお，𝜆＝2を用いている． 

 

(4) 主成分分析による魅力度の定義 

a) スーパーの魅力度 

ハフモデルによる集客人口の推計を行うにあたり，各

施設の魅力度を設定する必要がある．そこで本研究では，

日本スーパー年鑑 2018 年版に掲載されている駐車台数，

レジ台数，テナント面積，売り場面積データを基に，主

成分分析によるスーパーの魅力度の定義を試みた．対象

とするスーパーは日本スーパー年鑑 2018 年版の業態区

分において，食品を主体にした「スーパー」， 「GMS

（売場面積 7,000𝑚2以上）」，「生協」，「農協」に収

録されている北海道内 855施設とした．図-5に示す主成

分負荷量から各施設の主成分を算出したが，主成分の値

が負となる場合，魅力度として定義できない．そこで主

成分の値を正とするために，偏差値による変換を行った．

さらに，駐車台数 0台のスーパーが 1台に増加した場合

と比較して，駐車台数 1000台のスーパーが 1001台に増

加した場合の魅力度は，限界効用の逓減 19)に基づき逓減

すると考えられる．そこで本研究では，偏差値に変換し

た主成分の値を対数に変換し，この値を魅力度として定

義した． 

b) 医療機関の魅力度 

救急医療機関を除くその他医療機関においては，北海

道医療機関名簿 20)に記載のある病床数と科目数を変数と

して，主成分分析による魅力度に定義を試みた．なお， 

北海道にあるすべての 3693 医療機関を対象とした．得

0.9018
0.8882

0.8619
0.8040

0 0.5 1

駐車台数
レジ台数

テナント面積
売場面積

機 能 施 設 集客人口算出方法 

医療 
救急医療機関を除く 

その他の医療施設 ハフモデル 

買物 スーパー 

通信 郵便局 

ネットワーク 

ボロノイ図 

交通 ガソリンスタンド 

行政 
市役所・役場 

支所・出張所 

𝑃𝑡＝𝑃𝑡
′ (1 −

𝑑t

𝑑𝑚𝑎𝑥

) 

𝑆𝑖𝑗 =
𝐴𝑗𝐷𝑖𝑗

−𝜆

∑ 𝐴𝑗𝐷𝑖𝑗
−𝜆𝑛

𝑗=1

 

 

 
𝑃𝑎𝑗 = ∑ 𝑆𝑖𝑗 ∙ 𝑝𝑜𝑝𝑖

𝑖
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られた主成分負荷量を図-6 に示す．スーパーの魅力度

と同様に，得られた主成分の値を偏差値変換したのちに

対数変換した値を魅力度とした． 

 

(5) 施設集客人口の算出結果 

 各施設の 2010年から 2040年までの集客人口を推計し

た．スーパー集客人口の推移を図-7に示す．なお，2015

年の集客人口は 2010年と 2020年の値を平均した値であ

る．集客人口推計の結果，いずれのスーパーに関しても

2010年から2040年にかけて，概ね3割程度の集客人口の

減少が予測された．最も集客人口が少ないスーパー11

に着目すると，2010年時点で 710人であるが，2040年に

は 240人減少し，470人となることが予測された． 

この集客人口の結果から，各施設の消滅基準の設定を

行った．各施設の𝑑𝑚𝑎𝑥および𝑃𝑡を表-5 に示す．なお，

𝑃𝑡
′は対象地域である南十勝に位置する施設の 2010 年時

点における最小値とした．また，新たな道路交通施策に

関する研究開発が，2018年に南十勝を対象に行ったアン

ケート調査の結果，南十勝における住民の通院は 2~3か

月に 1 回程度であるのに対し，買物は週に 1～3 回程度

の頻度であることを把握している．よって，買物施設が

日常生活において特に重要であり，買物施設の消滅は南

十勝の住民にとって大きな影響があると考えられる．そ

こで，買物施設であるスーパーの消滅基準に関しては，

より消滅が予測されやすい式(2)による消滅基準を採用

し，距離は考慮していない． 

 

(6) 施設消滅予測結果 

 表-5に示す結果を用いて，消滅予測を行った．施設が

消滅すると，集客人口𝑃𝑎𝑡や施設との距離𝑑𝑡が変化する

ため，消滅が予測された施設を除いて𝑃𝑎𝑡や𝑑𝑡を再算出

している．その結果，図-8に示す6施設において消滅が

予測された．この中でも 2011年から 2020年に消滅が予

測されたガソリンスタンド B に関しては，実際に 2016

年で消滅している． 

 

 

5. 小さな拠点利用人口の推計 

 

 3章では南十勝の小さな拠点を選定した．4章で 

 

表-5 各施設の𝑃𝑡と dmax 

図-8 南十勝における消滅予測施設 

項目 

郵
便
局 

行
政 

ガ
ソ
リ
ン 

ス
タ
ン
ド 

ス
ー
パ
ー 

そ
の
他 

医
療
施
設 

dmax(分) 37 51 31  53 

𝑷𝒕の最大値(人) 138 446 157  368 

𝑷𝒕の最小値(人) 52 235 33  273 

𝑷𝒕
′（人) 142 530 157 721 369 
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図-7 スーパー集客人口の推移 
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図-6 医療機関における主成分負荷量 
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は，2040 年までの南十勝における施設消滅予測を行っ

た．これらの結果から 5章では，施設集客人口の推計と

同様の手順で，小さな拠点利用人口を推計する． 

 

(1) 魅力度の定義 

 南十勝の住民が，いずれかの小さな拠点を必ず利用す

ると仮定し，ハフモデルを用いて小さな拠点利用人口を

推計する．本研究において小さな拠点の魅力度は，拠点

内に存在する機能や施設数が大きく影響すると考え，主

成分分析によって定義する．そこで，表-1 に示す機能

の中で，行政，公共交通，自動車交通に関しては，拠点 

図-9 小さな拠点魅力度定義における主成分負荷量 

 

図-10 2010年南十勝小さな拠点利用人口推計 

内の施設数を変数とした．そして，買物，医療機能に関

しては，施設による規模の差を考慮し，4 章で定義した

魅力度を代替変数として分析した．その結果を図-9に示

す．4 章と同様に主成分を偏差値変換したのち，対数変

換した値を小さな拠点魅力度として定義した．この値を

用いてハフモデルによる小さな拠点利用人口を推計する． 

 

(2) 小さな拠点利用人口算出結果 

 南十勝の 2010 年時点における小さな拠点利用人口の

推計結果を図-10 に示す．各円が小さな拠点の位置を表

し，円の大きさと値は各拠点の 2010 年時点での利用人

口を表している．また，メッシュの色の濃淡は，濃けれ

ば濃いほど𝑆𝑖𝑗の最大値が高い，すなわち，最寄りの拠

点を利用する確率が高いことを示している．その結果，

最も利用人口が多い拠点で 6455 人，最小の拠点は 1279

人であり，5000人以上の差があることが明らかとなった． 

続いて，2040年までの利用人口の推計結果を図-11に

示す．その結果，どの拠点も概ね 3割程度の利用人口減

少が見込まれることが明らかとなった．特に，拠点 8は

2010年の 1279人から 2040年には約 38％の利用人口減少

が見込まれ，拠点消滅の可能性も考えられる． さらに，

2010年と2040年の利用人口の合計を比較すると，約1万

人の人口減少が見込まれるため，消滅はせずとも施設の

規模の縮小など，生活サービスレベルの低下が予想され

る．よって，現状と同等レベルの生活サービスレベルを

維持するためには，高次な機能を保持する拠点や施設と

のモビリティを確保し，機能を補完することが極めて重

要であると考える．特に，高齢化が進展する南十勝をは

じめとする地域は，今後自家用車による移動が困難な高

齢者が増加する恐れがある．したがって，広域自動運転

公共交通サービス導入によるモビリティ確保が重要であ

ると考える．そこで，拠点および施設の最適立地の検討

や，広域自動運転公共交通サービス導入時におけるルー
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ト選定，道の駅の活用方法に関する検討において本研究

の活用が有効であると考える． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，人口減少による施設消滅を考慮した小さ

な拠点利用人口の推計を行い，小さな拠点の実態把握を

行った．その結果得られた成果を以下に示す． 

 南十勝に 8か所，北海道全域では 187か所の小さな

拠点が選定された． 

 ハフモデルおよびネットワークボロノイ図を用い

て生活サービス施設の集客人口を推計した結果，

いずれの施設も 2010年から 2040年にかけて，概ね

3割程度の集客人口の低下が見込まれることを明ら

かにした． 

 同じ機能を有する隣の施設との距離を考慮した施

設消滅基準を新たに定義し，南十勝において6施設

の消滅を予測した． 

 小さな拠点利用人口の算出を行い，いずれの拠点

も概ね3割程度の減少が見込まれることを明らかに

した． 

今後，広域自動運転公共交通サービス導入に向け，ル

ート選定を行う必要がある．その際に，小さな拠点の集

約や施設の最適立地など，交通も含めた圏域エリアモデ

ルの検討が重要である．本研究は，小さな拠点の施設立

地を考慮した利用人口の推計を可能とし，施設の最適立

地や小さな拠点集約の検討において，小さな拠点の利用

人口の変化を推計することが可能である．また，施設立

地状況を加味した利用人口の推計を用いることで，モビ

リティ確保の拠点として活用が期待される道の駅の活用

方法の検討も可能であると考える．したがって本研究は，

道の駅の活用方法の検討や，広域自動運転公共交通サー

ビス導入時のルート選定，南十勝における圏域エリアモ

デル構築において活用が有効であると考える． 
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を受けて行われた．また，株式会社ドーコンにはデータ
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THE STUDY FOR GRASPING THE ACTUAL CONDITIONS OF “SMALL BASES”  

FOR INTRODUCTION OF THE SERVICE OF PUBLIC TRANSPORTAITION BY 

AUTOMATIC DRIVING IN WIDE AREA 

 

Kazuhito OHASHI, Kiyoshi TAKAHASHI, Mikiharu ARIMURA and Koki OHBA 

 
In order to maintain “Production Space”, securing mobility in between each level of the cities is an urgent 

issue. So, a demonstration experiment of automatic driving aimed at securing mobility was carried out in 

Taiki Town, Hokkaido. Through this demonstration experiment, it is considered extremely important to 

view the establishment of small bases when introduce the service of public transportation by automatic 

driving in wide area. Therefore, in this study, we estimated the use population of small bases considered 

the disappearance of facilities caused by decreased population, and grasped the actual conditions of small 

bases. As a result, we selected 187 small bases in Hokkaido, of which 8 small bases were selected in South-

ern Tokachi. And, we predicted that 6 facilities disappeared in Southern Tokachi. Furthermore, as a result 

of estimating a use population of small bases, it is revealed that decline of the use population about 30% 

from 2010 to 2040 is expected for all small bases. 
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